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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　引抜成形ダイ装置中において、対向しかつそれぞれが加工方向へ連続的に延びる縁部プ
ロファイルを有する加工方向に延びる縦方向縁部を備え、加工方向に対して横方向の幅を
有する連続状パネルを複合材から加工方向へ引抜成形する工程と、
前記パネルが前記引抜成形ダイ装置から出た後、前記連続状パネルを加工方向に対して横
方向に切断して所望の長さのパネル片を得、加工方向に少なくとも６メートル（２０フィ
ート）の長さをもつ前記少なくとも２つのパネル片、および少なくとも第三のパネル片を
形成する工程と、加工方向へ水平に延びる、単一面に位置する少なくとも６メートル長お
よび土台面から上方へ延びる幅を有する少なくとも２つのパネル片を用いて前記パネル片
を土台面へ固定された構造物へ組み立て、隣接する縦方向縁部に沿って継手を用いて結合
し、そして、前記第三のパネル片は多重レベルへ前記構造物を分離する水平デッキを形成
し、各レベルは土台表面から上方へ延びる壁を含み、各壁は連続状パネルの幅と同一の外
延を持つ大きさを有するように形成する工程から構成される大型複合材構造物の製作方法
。
【請求項２】
　前記対向する縦方向縁部の縁部プロフィルが共役連動形状を備えて引抜成形され、前記
２つのパネル片が隣接する縦方向縁部に沿って連結される時に継手を形成することを特徴
とする請求項１項記載の方法。
【請求項３】
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　前記対向する縦方向縁部の縁部プロフィルに窪みが設けられ、連結状態に置かれた時に
部分的に重なり合うことを特徴とする請求項１項記載の方法。
【請求項４】
　前記縦方向縁部が接着接合または機械的締結により、あるいは接着接合と機械的締結を
組み合わせて取り付けられることを特徴とする請求項１項記載の方法。
【請求項５】
　隣接する縦方向縁部に沿って前記２つのパネル片を連結する継手を作製するように形状
化された連続状の組立継手を加工方向に引抜成形する工程をさらに含むことを特徴とする
請求項１項記載の方法。
【請求項６】
　少なくとも１個の縦方向縁部の縁部プロフィルが平面を備えて引抜成形されることを特
徴とする請求項５項記載の方法。
【請求項７】
　前記対向する縦方向縁部の縁部プロフィルが前記組立継手と一致するように機械加工さ
れることを特徴とする請求項５項記載の方法。
【請求項８】
　少なくとも１個の縦方向縁部の縁部プロフィルが前記組立継手と一致するように先細に
作製されることを特徴とする請求項５項記載の方法。
【請求項９】
　前記連続状のパネルが前記組立継手と一致するように少なくとも１個の先細にされた縁
部を備えて引抜成形されることを特徴とする請求項５項記載の方法。
【請求項１０】
　前記２つのパネル片間の継手が複合材料継手から成ることを特徴とする請求項１項記載
の方法。
【請求項１１】
　適正位置に複合材料組立継手を成形して前記２つのパネル片間に継手を作製する工程を
さらに含むことを特徴とする請求項１項記載の方法。
【請求項１２】
　前記２つのパネル片間に継手を形成するように形状化された組立継手を成形する工程を
さらに含むことを特徴とする請求項１項記載の方法。
【請求項１３】
　前記２つのパネル片間の継手中にガスケットを設ける工程をさらに含むことを特徴とす
る請求項１項記載の方法。
【請求項１４】
　前記２つのパネル片間の継手中にコーキングを設ける工程をさらに含むことを特徴とす
る請求項１項記載の方法。
【請求項１５】
前記２つのパネル片間の継手が前記２つのパネル片表面と同一平面をなすことを特徴とす
る請求項１項記載の方法。
【請求項１６】
　前記２つのパネル片間の継手が前記２つのパネル片外面と同一平面をなすことを特徴と
する請求項１項記載の方法。
【請求項１７】
　前記２つのパネル片が加工方向に対して縦に延びるように組み立てられることを特徴と
する請求項１項記載の方法。
【請求項１８】
　前記２つのパネル片が異なる平面に位置するように組み立てられることを特徴とする請
求項１項記載の方法。
【請求項１９】
　前記２つのパネル片間の継手が、さらにコーナー継手を構成することを特徴とする請求
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項１項記載の方法。
【請求項２０】
　第三のパネル片が前記２つのパネル片間の継手部位で前記２つのパネル片と連結され、
かつ異なる平面に位置し、及び前記２つのパネル片の加工方向と平行な加工方向をもつこ
とを特徴とする請求項１項記載の方法。
【請求項２１】
　前記加工方向に対して横方向の幅が１．２メートル（４フィート）以上であることを特
徴とする請求項１項記載の方法。
【請求項２２】
　前記加工方向に対して横方向の幅が２．４メートル（８フィート）以上であることを特
徴とする請求項１項記載の方法。
【請求項２３】
　前記２つのパネル片の長さが少なくとも１２メートル（４０フィート）あることを特徴
とする請求項１項記載の方法。
【請求項２４】
　前記２つのパネル片の長さが少なくとも３０．５メートル（１００フィート）あること
を特徴とする請求項１項記載の方法。
【請求項２５】
　前記２つのパネル片の長さが少なくとも幅の２倍あることを特徴とする請求項１項記載
の方法。
【請求項２６】
　前記土台面が金属面から成り、及び
真っ直ぐな上縁部をもちかつ下縁部が前記金属面に適合した細長い金属片を前記金属面へ
取り付ける工程と、
前記金属片へ、パネル片の縦方向縁部の一方と一致するように形状化された上部をもつ継
手部材を取り付ける工程と、
前記パネル片を前記継手部材へ取り付ける工程をさらに含むことを特徴とする請求項１項
記載の方法。
【請求項２７】
　前記金属片が前記金属面へ溶接、鑞付け、あるいは鋲締めによって取り付けられること
を特徴とする請求項２６項記載の方法。
【請求項２８】
　前記継手部材が、接着接合、機械的締結により、あるいは接着接合と機械的締結を組み
合わせて前記金属片へ取り付けられることを特徴とする請求項２６項記載の方法。
【請求項２９】
　前記組立継手が前記パネル片へ接着接合または機械的締結により、あるいは接着接合と
機械的締結を組み合わせて取り付けられることを特徴とする請求項２６項記載の方法。
【請求項３０】
　前記構造物を逆さまに組み立てて前記構造物を逆さにする工程をさらに含むことを特徴
とする請求項１項記載の方法。
【請求項３１】
　前記連続状パネルを引抜成形し、引抜成形するところと同一場所において構造物を組み
立てる工程をさらに含むことを特徴とする請求項１項記載の方法。
【請求項３２】
　請求項１項記載の方法によって作られる構造物。
【請求項３３】
　構造物が壁及び屋根部分を備える囲いから成ることを特徴とする請求項３２項記載の構
造物。
【請求項３４】
　前記囲いに枠組部材及び前記枠組部材へ取り付けられたパネル片がさらに含まれること
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を特徴とする請求項３３項記載の構造物。
【請求項３５】
　前記囲いに内壁及び外壁がさらに含まれることを特徴とする請求項３３項記載の構造物
。
【請求項３６】
　前記パネル片がより多くの壁部分に亘るファサードを形成することを特徴とする請求項
３３項記載の構造物。
【請求項３７】
　前記パネル片が前記囲いの垂直壁を形成することを特徴とする請求項３３項記載の構造
物。
【請求項３８】
　前記パネル片が前記囲いの先細状の壁を形成することを特徴とする請求項３３項記載の
構造物。
【請求項３９】
　前記囲いが高層ビルを構成することを特徴とする請求項３２項記載の構造物。
【請求項４０】
　前記囲いが船構造を構成することを特徴とする請求項３２項記載の構造物。
【請求項４１】
　前記構造物に船殻の少なくとも一部がさらに含まれることを特徴とする請求項３２項記
載の構造物。
【請求項４２】
　前記構造物にデッキ部分がさらに含まれることを特徴とする請求項３２項記載の構造物
。
【請求項４３】
　前記デッキ部分を含む構造物に橋あるいは桟橋が含まれることを特徴とする請求項４２
項記載の構造物。
【請求項４４】
　前記連続状パネルがガラス繊維あるいは炭素繊維、及びポリエステル樹脂、ビニルエス
テル樹脂、エポキシ樹脂、あるいはポリウレタン樹脂を含む樹脂マトリックスから作製さ
れることを特徴とする請求項１項記載の構造物。
【請求項４５】
　縦方向へ連続状に延びる、複合材料から引抜成形法によって成形され、それぞれが縦方
向に長さ及び前記縦方向に交差して幅をもち、前記長さは前記幅の少なくとも２倍あり、
及びそれぞれが前記縦方向に沿って延びる対向する縦方向縁部を備える複数のパネル片と
、
水平方向へ延び、土台表面から立ち上がる壁を形成する面に結合された少なくとも２つの
パネル片および第三のパネル片であって、前記パネル片は何れも前記引抜成形法によって
成形され、少なくとも６メートル（２０フィート）の長さをもち、
前記第三のパネル片は多重レベルへ前記構造物を分離する水平デッキを形成し、各レベル
は土台表面から上方へ延びる壁を含み、各壁は連続状パネルの幅と同一の外延を持つ大き
さを有し、
前記パネル片の隣接パネル片の縦方向縁部間に作られた複数の継手から構成される、少な
くとも一部のパネルに作製される大型複合材多重レベル構造物。
【請求項４６】
　少なくとも前記複数の継手の一つに、前記パネル片の少なくとも一部の一方の縦方向縁
部上に作製された連動素子と、対向する縦方向縁部上に作製されたかみ合い連動素子が含
まれ、それによって隣接するパネル片がぴったり一致することを特徴とする請求項４５項
記載の構造物。
【請求項４７】
　前記縦方向の縁部が接着接合または付加的機械的締結を用いて、あるいは接着接合と付
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加的機械的締結を組み合わせてさらに取り付けられることを特徴とする請求項４５項記載
の構造物。
【請求項４８】
　少なくとも前記複数の継手の一つは隣接するパネル片の対向する縦方向縁部間に縦に延
びる組立継手から成り、前記組立継手は接着接合あるいは機械的締結により、あるいは接
着接合と機械的締結を組み合わせて前記隣接するパネル片へ取り付けられることを特徴と
する請求項４５項記載の構造物。
【請求項４９】
　少なくとも前記複数の継手の一つは、線状部分及び前記縦方向に延びるフランジを含む
組立継手から成り、前記線状部分には一方のパネル片縦方向縁部を受け入れる第一の縦方
向に延びる窪みと第二パネル片縦方向縁部を受け入れる第二の縦方向に延びる窪みが設け
られ、前記第一及び第二のパネル片は一平面に並べられ、第三のパネル片がさらに別の平
面において前記第一及び第二のパネル片の前記平面に対して一定角度で前記組立継手のフ
ランジへ取り付けられることを特徴とする請求項４５項記載の構造物。
【請求項５０】
　前記組立継手に前記フランジへ前記第三パネル片を支持する角部分がさらに含まれるこ
とを特徴とする請求項４９項記載の構造物。
【請求項５１】
　前記第三パネル片に前記角部分を受け入れるための窪みが設けられることを特徴とする
請求項５０項記載の構造物。
【請求項５２】
　前記組立継手線状部分が前記第一及び第二パネル片と同一平面に位置することを特徴と
する請求項４９項記載の構造物。
【請求項５３】
　前記継手が縦方向に延びるハブ及び前記ハブから縦方向に伸びる複数のフランジを含む
組立継手から成り、各フランジは各パネル片の縦方向縁部へ取り付けられることを特徴と
する請求項４５項記載の構造物。
【請求項５４】
　前記組立継手のフランジ中に前記縦方向縁部を受け入れるための窪みが設けられること
を特徴とする請求項５３項記載の構造物。
【請求項５５】
　前記パネル片の縦方向縁部に窪みが設けられ、前記組立継手のフランジが前記窪み中に
受け入れられることを特徴とする請求項５３項記載の構造物。
【請求項５６】
　前記組立継手のフランジ及び前記各パネル片の縦方向縁部に、部分的に重なり合う切り
抜かれた窪みが設けられることを特徴とする請求項５３項記載の構造物。
【請求項５７】
　前記組立継手に２個のフランジが含まれることを特徴とする請求項５３項記載の構造物
。
【請求項５８】
　前記組立継手に４個のフランジが含まれることを特徴とする請求項５３項記載の構造物
。
【請求項５９】
　少なくとも前記複数の継手の一つが縦方向に延びるコーナー部分と縦方向に延びる梁部
材を含む組立継手から成り、前記コーナー部分は２つのパネル片の縦方向縁部へ取り付け
られてコーナー部を形成し、前記梁部材は前記コーナー部内において前記２つのパネル片
へ取り付けられることを特徴とする請求項４５項記載の構造物。
【請求項６０】
　少なくとも前記複数の継手の一つが縦方向に延びる外側コーナー部材と縦方向に延びる
内側コーナー部材を含む組立継手から成り、２つのパネル片が縦方向縁部のそれぞれに沿
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って隣接してコーナー部を形成し、前記外側コーナー部材及び内側コーナー部材が前記コ
ーナー部において前記隣接するパネル片へ取り付けられることを特徴とする請求項４５項
記載の構造物。
【請求項６１】
　少なくとも前記複数の継手の一つが複数の縦方向に伸びる内側コーナー部材を含む組立
継手から成り、２つのパネル片が内側部分で第三のパネル片へ隣接して４つのコーナー部
を形成し、前記内側コーナー部材が前記４つのコーナー部のそれぞれにおいて締結される
ことを特徴とする請求項４５項記載の構造物。
【請求項６２】
少なくとも前記複数の継手の一つが、少なくとも一部が複合材料から成る組立継手から成
ることを特徴とする請求項４５項記載の構造物。
【請求項６３】
　少なくとも前記複数の継手の一つが、少なくとも一部が金属で作製された組立継手から
成ることを特徴とする請求項４５項記載の構造物。
【請求項６４】
　少なくとも一部の前記パネル片の長さが１２メートル（４０フィート）以上であること
を特徴とする請求項４５項記載の構造物。
【請求項６５】
　少なくとも一部の前記パネル片の長さが３０．５メートル（１００フィート）以上であ
ることを特徴とする請求項４５項記載の構造物。
【請求項６６】
　前記構造物が囲いを構成し、パネル構造物が前記囲いの外辺壁の少なくとも一部を形成
することを特徴とする請求項４５項記載の構造物。
【請求項６７】
　前記構造物に金属で作製された１または２以上のパネル片が含まれることを特徴とする
請求項４５項記載の構造物。
【請求項６８】
　表面を有する金属デッキ、
前記金属デッキへ取り付けられ、かつ前記金属デッキから外側へ延びるコーミングで、前
記金属デッキ表面と適合するように一致させた下縁部を有するコーミングで、真っ直ぐの
上縁部を有するコーミング、
縦方向に延びる継手部材で、継手部材に形成された縦方向に延びる下部窪み、下部窪みに
受け入れられるコーミングの真っ直ぐな上縁部、及び縦方向に延びる上部窪み、及び
前記上部窪み中に受け入れられる複合材パネル片から構成される、金属デッキへ複合材パ
ネル片を取り付けるための組立継手。
【請求項６９】
　前記金属デッキの少なくとも一部が湾曲し、前記コーミングが前記金属デッキの湾曲と
適合するように湾曲されることを特徴とする請求項６８項記載の組立継手。
【請求項７０】
　前記下部窪みが先細に形状化されることを特徴とする請求項６８項記載の組立継手。
【請求項７１】
　前記上部窪みが先細に形状化されることを特徴とする請求項６８項記載の組立継手。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
「関連出願とのクロスリファレンス」
　本願に対し、米国仮特許出願Ｎｏ．６０／４３４，１３１（出願日２００２年１２月１
７日）に基づき３５ＵＳＣ§１１９（ｅ）に規定された利益を請求する。なお、上記仮特
許出願の開示内容を参照のため本願に添付する。
「合衆国後援研究開発に関する記述」
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　本発明はＳＢＩＲ助成約定＃Ｎ０００１４－０２－Ｍ－００８６に基づく米国政府の支
援を得て為されたものである。米国政府は本発明に対して一定の権利を保有する。
【０００２】
　本発明は大型複合材構造物及び大型複合材構造物の製作方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　ビル及び船舶等の大規模構造物は、実用場面において、伝統的構造材料であるスチール
で製作されてきた。また、船の甲板室も造船所においてスチールパネルから製作可能であ
る。かかる構造物においては、建物の一重壁、床あるいは天井を多数の一体に溶接された
スチールパネルを用いて作ることが可能である。かかる構造物の全体がさらに船のスチー
ルデッキへ溶接される。
【０００４】
　複合材料はスチールに比較して重量がずっと軽くさらに耐腐食性も十分である。樹脂マ
トリックス中の強化繊維は複合材料から作られている。複合材料から作られた部材は強靭
かつ堅固であり、構造物用途に有利に利用することができる。しかしながら、複合材料か
ら作られた部材はスチール部材よりコスト高となる場合が多い。コスト高になる要因は、
通常、設備機材及び労務費の高騰にさらに原料コストの高騰が加わることによる。また、
複合材部品の連結は、通常比較的単純に溶接によって連結されるスチール板及びフレーム
構造物に比べてより複雑である。そのため、たとえ特定用途において有利であってもコス
ト面から複合材料をスチールの代用として使用できなかった。
【０００５】
　真空補助樹脂転移法（ＶＡＲＴＭ）は、複合材料の三次元形状への成形に使用可能なバ
ッチ処理方法である。この方法では、製造品の最終形状化における型の作製が必要とされ
る。原材料は適当な大きさの断片へ切断され、前記型中に層状に積み重ねられる。分散用
媒質、ホース、真空ライン及び樹脂ラインが配置される。次いで樹脂が注入されて硬化さ
れる。次いで部品が取り出され、型から取り外される。次いで支持材料が取り除かれ、型
がきれいにされ、次の部品製造のため全工程が繰り返される。この方法は、原料コストが
高く、労働力を要し、単一工程処理となり、硬化サイクルに長時間を要し、また廃材料生
成量などの点で高コストとなる。そのため、ＶＡＲＴＭを用いた複合材料はスチールを用
いた製作と比較すると１ポンド当たりのコストが割高である。
【０００６】
　引抜成形は複合材料部品の成形に用いられるまた別の公知な製作方法である。引抜成形
は一般的に二次元形状品の成形により適する。この方法の場合、当初の機具設備コストは
高くなるが、引抜成形はＶＡＲＴＭよりも経済的かつ少ない労力で種々部品の成形が可能
な連続加工方法である。従って、引抜成形は用途によってはＶＡＲＴＭに比べてより有利
である。
【０００７】
　しかしながら、ＶＡＲＴＭ及び引抜成形は双方とも猶スチール製作のようにコスト効率
的ではない。それゆえ、大規模構造物に関してスチール製作と競合可能な複合材料による
製作方法があれば有利である。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は大型構造物の製作方法及びこの方法によって製作された構造物に関する。前記
構造物は複数の大型の引抜成形構造パネルから製作される。パネルを構造物へ組み立てる
ため、パネル縁部には複合材料－複合材料及びスチール－複合材料連結デザインが施され
ている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　より詳細には、連続状の複合材料パネルが引抜成形ダイ装置中で引抜成形される。前記
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連続状のパネルには加工方向へ延びる対向する縦方向の縁部が設けられている。引抜成形
ダイ装置から取り出された後、前記連続状のパネルは加工方向に対して横方向に切断され
て特定構造物に必要な長さのパネル片とされる。前記パネル片は、２以上のパネル片を隣
接縁部に沿って継手を用いて連結することにより所望の構造物へと組み立てられる。前記
継手は、引抜成形中にパネルの縦方向縁部中へ一体化された縁部細部及び／または縁部に
沿って隣接パネルを相互連結する別個の組立継手によって作ることができる。少なくとも
いくつかのパネルを組み立てて構造物の一端から対向端まで延ばすことが可能である。従
って、本発明によれば、構造物全体に必要とされる継手個数を最小限に減らすことが可能
である。
【００１０】
　従って、本発明は溶接スチール建造に対してコスト効率的及び性能効率的選択肢を与え
るものである。平面内（隔壁、デッキ）及び平面外（デッキと隔壁、隔壁と隔壁）パネル
継手双方用のスチール－複合材料及び複合材料－複合材料継手デザインには自己固定特性
及び高度な単位積荷能が備えられている。本発明を用いて複合材料を構造物へ適用する他
の利点として、重量の軽減、耐腐食性及び適合された性能を挙げることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明は、以下において添付図面と関連させて詳細に記載した説明からより完全に理解
される。
【００１２】
　図１は本発明の一例として考えられる船舶の甲板室等の多層構造物を示している。この
構造物１０には外壁１２、底部床またはデッキ１４、天井デッキ１６、及び中間デッキま
たはフローリング１８を設けることが可能である。前記構造物はその長さに沿って周期的
に間隔を空けた縦方向の枠部材２０と各デッキレベルにおける水平または横方向のクロス
ビーム２２を用いて枠組み可能である。前記構造物の外部あるいは外壁は、用途次第で、
垂直あるいは図示したように垂直より幾分先細に構成可能である。
【００１３】
　上記構造物には種々パネル片のすべてを取り付けて所望の最終構造形状へ至らしめるた
めの多様な平面内及び平面外組立継手が必要とされる。例えば、隣接レベルにある外壁は
平面内継手を用いて連結される。水平デッキ及び天井パネルへの外壁の取り付けには平面
外継手が用いられる。内壁あるいは隔壁には構造物の設計次第で多様な形状のコーナー継
手が必要とされる。また上記構造物はスチールデッキ等の既存の基礎構造面へ取り付けら
れることが必要である。
【００１４】
　図２に概略的に図示したように、前記複合材料パネル及び組立継手は引抜成形を用いて
成形される。一般的な引抜成形加工については公知であるので本願ではその説明を省略す
る。複合材料は一般的に、ガラスまたは炭素繊維、及びポリエステル樹脂、ビニルエステ
ル樹脂、エポキシ樹脂、あるいはポリウレタン樹脂から製造されるが、他の材料を用いる
ことも可能である。複合材料パネルは適合可能ないずれの種類のものでもよい。バルサ材
、泡、蜂の巣、ステッチ溶接コア、あるいは布補強コア等の適当なコア材料を用いたサン
ドイッチ型パネルであってもよい。また前記パネルはコアのない中実積層板、リブ補強あ
るいはブレード補強パネル、あるいは多孔性コアパネルであってもよい。
【００１５】
　本発明においては、前記引抜成形装置は好ましくは構造物が製作される現場に配置され
る。現場製作を行うことにより、パネルサイズが最小限度まで小さくされる要因となるト
ラック、鉄道、はしけを用いた輸送を行う必要がなくなる。例えば、トラックによる輸送
の場合、通常パネルの長さを１６．２メートル（５３フィート）以上にすることはできず
、また鉄道の場合は通常パネルの長さを２４．４メートル（８０フィート）以上にするこ
とはできない。はしけの場合は幾分長くできるが、猶はしけの収容能力による制限を受け
る。引抜成形装置が製作現場に配置される場合、引抜成形パネルの長さに本来制限は課さ
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れない。引抜成形されたパネルを切断して所望の長さのパネル片の作製が可能である。好
ましくは、パネルの幅は少なくとも１．２メートル（４フィート）であり、パネルの加工
方向の長さは少なくとも幅の２倍である。２．４メートル（８フィート）、３メートル（
１０フィート）、あるいはそれ以上に幅の広いパネルも容易に作製可能である。引抜成形
ダイ装置を出るパネルの長さにも本来制限は課されない。パネルは長手方向を横切るよう
に切断され、６メートル（２０フィート）、１２．２メートル（４０フィート）、３０．
５メートル（１００フィート）、あるいはそれ以上の所望の長さのパネル片が作製される
。数百フィートの長さのパネル片の作製も可能である。
【００１６】
　パネル片は、パネル片の隣接する縦方向縁部に沿って継手を用いて構造物へと組み立て
られる。継手細部が中に一体化された加工方向に対して縦方向の縁部を備えるパネルを連
続的に引抜成形することも可能である。あるいは、別個の組立継手を作製し、該組立継手
を用いて２個のパネル片を隣接する縦方向縁部に沿って連結することも可能である。前記
別個の組立継手はパネルのように連続引抜成形と同様に作製し、所望の長さに切断するこ
とが可能である。継手細部の個数については以下においてより具体的に説明する。好まし
くは、パネル片の少なくとも一部は前記構造物の一端から対向端まで延びるように組み立
てられる。例えば図１のパネル片１２を参照されたい。かかる方式とすることにより、前
記構造物における継手個数を最小限度まで減らすことができる。
【００１７】
　図３Ａ～３Ｃに構造物の組立方法の一例を示す。図示された構造物は４階であるが、階
数は所望の階数でよく、何階であってもよい。また、図示された構造物は壁が上方へ向か
って狭くなっているが、所望により垂直であってもよい。また図示された組立方法におい
ては、構造物はデッキ等の土台面上へ組み立てられている。この構造物の長さを例えば数
百フィートとすることも可能である。
【００１８】
　第一の工程において、囲いの外辺を成すスチール枠３０がスチールデッキ３２へ溶接さ
れる。前記スチール枠には組立継手が水平スチールデッキと以下においてさらに説明する
垂直複合材料外壁パネルとの間に含まれている。第二の工程において、複合材料あるいは
スチールのいずれかから成る壁、床及び天井枠部材３４がデッキ板枠へ取り付けられる。
次に、機械的締結あるいは接着接合、あるいはこれら双方等の適当な手段を用いて、１階
用の長い引抜成形複合材料外辺パネル片３６が前記垂直枠部材へ取り付けられる。次いで
、長い引抜成形組立継手３８が前記長い外辺パネル片の上端へ取り付けられる。あるいは
、パネル片の縦方向の全長に亘って継手細部が中に一体化されるように引抜成形して、組
立継手を別個に必要としないように構成してもよい。２つの壁パネル片とデッキパネル片
との間に用いられる継手は図５Ａ及び５Ｂにより詳細に図示されている。この図示例では
、組立継手は前記垂直枠組部材を収容するため切り抜かれている。
【００１９】
　工程５において、長い引抜成形デッキパネル片４０はデッキ梁３４上を滑動される。床
幅が引抜成形デッキパネル片の幅より大きい場合は、多数の長いデッキパネル片を用い、
その隣接する長い縁部を用いて配置可能である。次に、２階用の長い引抜成形複合材外辺
パネル片４２が１階用の外辺パネル片の上縁に沿って組立継手へ接着接合、機械的締結、
あるいは双方を用いて取り付けられる。次いで、長い組立継手４４が２階用の長い外辺パ
ネル片の上縁へ取り付けられる。工程８において、長い引抜成形デッキパネル片（または
パネル片）４６が適正位置へ滑動される。
【００２０】
　工程９において、３階用の連続状の長い引抜成形複合材外辺パネル片４８が前記２階用
の外辺パネル片４２の上縁に沿って組立継手へ取り付けられる。次に、長い組立継手５０
が前記３階用の外辺パネル片の上縁へ取り付けられる。次にデッキパネル片（またはパネ
ル片）５２が適正位置へ滑動される。最終外辺パネル片５４が前記３階用の外辺パネル片
の上縁へ取り付けられ、最終パネル縁コネクタ５６が外辺パネル片の最上縁に沿って組立
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継手上へ設置される。次いで上階用のデッキパネル片が適正位置へ滑動される。各端部に
は末端壁６０がさらに設置される。
【００２１】
　図４Ａ及び４Ｂに図示された前記組立方法の別の変形例においては、土台枠がスチール
デッキへ溶接され、及び垂直枠部材が上記と同様に設置される。しかしながら、最下階用
の横方向デッキ梁だけは工程２において設置される。前記１階用の外辺パネル片の設置後
、前に設置された上階デッキ用の横方向デッキ梁から干渉を受けることなく、デッキパネ
ル片をその連続した全長に沿って垂直に落下させることができる。次いで前記横方向デッ
キ梁は、直ぐ下の階用のデッキパネル片が設置された後に設置される。この方法によれば
適正位置へデッキパネル片を滑らせなくて済む。
【００２２】
　さらに別の組立方法においては、図６Ａ～６Ｄに図示したように、前記構造物は上下逆
さまに組み立てられる。この方法では、上部外辺コーナー継手片が配置される。最上部デ
ッキパネル片が下に置かれる。前述したように、必要であれば数個のデッキパネル片をそ
の間に置かれる縦方向パネル－パネル継手とともに下へ置いてもよい。その後で横方向の
梁あるいは継手が配置される。垂直枠部材は適当な取り付け機具を用いて組み立てられる
。最上部の内側デッキ空間隔壁は所望の位置に組み立てられる。工程６において、最上部
デッキパネル片が隔壁縁部及び枠タブ上へ置かれる。前記内側隔壁は本発明に係る継手技
術を用いて引抜成形パネル片から作製可能であることが理解されよう。
【００２３】
　最上部デッキ空間外辺パネル片あるいは隔壁は上部外辺継手片へ取り付けられる。工程
７において、デッキ間継手が前記外辺パネル片の縁部へ取り付けられる。最上部デッキ支
持交差部材あるいは継手が追加設置され、次いで第三デッキ空間隔壁が追加設置される。
次いで第三デッキが追加設置される。工程１１において、第三デッキ外辺パネル片または
隔壁及びデッキ間継手が追加設置される。次いで第三デッキ支持枠交差部材が追加設置さ
れる。次いで第二デッキ空間内側隔壁が所望位置へ配置され、また第二デッキが追加設置
される。工程１５において、第二デッキ外辺パネルまたは隔壁が追加設置される。次いで
第二デッキ支持枠交差部材が配置される。工程１７において、第一デッキ空間内側隔壁が
追加設置される。次に、第一デッキ外辺パネル及び隔壁が配置され、主デッキ継手片が追
加設置される。次いで、組み立てられた構造物全体は適正位置に逆転され、支持デッキへ
固定される。
【００２４】
　図７～２７には、前述したような構造物においての使用に適する種々組立継手が図示さ
れている。組立継手はパネル片とは切り離された部分として図示されている。しかしなが
ら、これら組立継手の継手細部は引抜成形加工中に連続状パネルの縁部中に容易に一体化
できることが理解されよう。説明を容易にするため、継手細部については個々の組立継手
と関連付けて説明することとする。
【００２５】
　前記構造物の組立に際しては、組立継手の構成部分及びパネル片は、エポキシ樹脂等の
適当な接着剤、機械的締結、あるいは連結方法の組合せなど適当な手段を用いて締結され
る。接着剤の硬化中に機械的締結具を適切に使用することにより連結を完全にすることが
できる。機械的締結具としてはボルトまたは螺子等の締結具、あるいはスナップ式の噛み
合い機具、あるいは継手の対応部分上に一体に形成されて一旦噛み合うと取り外しできな
い連動素子を挙げることができる。継手へ連動素子を一体化することにより、継手を自己
固定型とすることが可能である。
【００２６】
　図７にはパネル－パネル－デッキ組立継手８０が示されている。この組立継手は、２つ
の直線状に配列されたパネルあるいはパネル様構造物８２、８４をデッキ等の第三のパネ
ルあるいはパネル様構造物８６と一定角度で連結している。図示された実施態様では、前
記組立継手は２つの部分、すなわち継手部材８８及び角部材９０から構成されている。前
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記継手部材には線状部分９２及び副梁またはフランジ９４が含まれている。この線状部分
には直線状に並ぶ２つのパネル８２、８４を受け入れるための２つの窪み９６、９８が含
まれている。前記角部材９０はデッキ部材等の第三のパネル８６の縁部を継手副梁または
フランジ９４との間に挟み込むようになっている。前記継手部材及び角部材は好ましくは
所望の長さに引抜成形される。組立に際しては、デッキパネルはフランジに接して備え付
けられ、また角部材はデッキパネルに接して備え付けられる。同一線上に並ぶ対応パネル
は前記窪み中へ挿入される。そしてすべての部材が締結される。所望により、組立継手を
継手部材と一体化された角部材と単一部品として作製することも可能である。この場合、
前記デッキパネルはフランジと角部材との間へ滑動されるか、あるいは挿入される。
【００２７】
　前記３つのパネル構造物は複合材料あるいはスチール等の金属から作製可能である。前
記組立継手は、複合材パネルのスチールデッキあるいは複合材パネルへの連結に特に適し
ている。図示した実施態様において、パネル８２、８４はコア１０２及び面外板１０４を
もつサンドイッチ型である。長い縁部１０６は先細に形成され、かつ面外板によってこの
長い縁部が包み保護されている。縁部を先細に形成することにより継手を横切る負荷の移
動が改善され、また先細形状の縁部は複合材作製加工において容易に形成可能である。図
示例では前記デッキ部材８６は矩形の縁部をもつように示されているが、同様に先細に形
成することも可能である。
【００２８】
　図８は、線状部分１１２がフランジ１１４に対して９０°以外の角度で配置され、前記
図１に示すような一定角度をなす外辺壁への使用に適する組立継手を示した図である。図
９は、組立継手の線状部分１２４がパネルの外面と同じ高さに置かれるように同一線上に
並ぶ対応パネルにそれらの長い縁部に沿って窪みが設けられた組立継手を示した図である
。図１０は、デッキパネル１３２に角部材１３４を受け入れるための窪みが設けられてい
る組立継手を示した図である。
【００２９】
　図１１は直角に４つのパネルを連結する組立継手１４０を示した図である。この組立継
手は、例えば内側隔壁のコーナー継手としての使用に適する。この組立継手には中心ハブ
１４６から延びる４個のフランジ１４４が設けられている。各フランジにはパネル構造物
１４８を受け入れるための窪みが設けられている。この組立継手の成形には、窪みや各コ
ーナーを成形するために適当な挿入ダイ１５０、１５１（点線で図示）を用いる引抜成形
が適する。この組立継手の強度を増すため中心ハブ中に多数のロッドを入れることも可能
である。図１２は、フランジ１６４中の窪み１６２が、窪み中へピッタリ嵌合する先細コ
ア１６８と組立継手のフランジ上へ延びる面状シート１７０を備えるパネル１６６を受け
入れるために先細に成形された組立継手を示した図である。図１３は、パネル縁部１８２
に窪みが設けられ、フランジ１８４をこの窪みが設けられた縁部と重ね合わせられるよう
に形状化された組立継手を示した図である。図から明らかなように、形状の異なるフラン
ジを組合せることも可能である。また、所望によって４個より少ないフランジを設けるこ
とも可能である。その例として、図１４に２つのパネルをコーナー部で連結するための２
つのフランジを備える組立継手が示されている。
【００３０】
　コーナー部で２つのパネルを連結するさらに別の組立継手２００を図１５に示した。こ
の組立継手には一体に連結され所望の角度、例えば図示されたように直角にコーナー部を
形成する２個のフランジと前記コーナー部のパネル部材２０８へ適合するように形状化さ
れた梁部材２０６が含まれている。図には直角継手が示されているが、所望されるいかな
る角度でも構成可能なことを理解されたい。この実施態様においては、フランジは先細に
形状化され、またパネル縁部にはこの先細にされたフランジと嵌合するように窪みが設け
られている。この窪み部分は引抜成形加工中に形成可能であるが、後で機械加工によって
縁部へ設けることも可能である。パネルと組立継手との締結は前述したものと同様ないず
れか適当な方式で行われる。図１６に示した別の実施態様に係る組立継手２１０では、フ
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ランジ２１２は別個に成形され、例えばほぞ穴・ほぞ継手２１４のように締結される。
【００３１】
　図１７にさらに別のコーナー部組立継手２２０を示す。この組立継手には外側コーナー
部材２２２及び内側コーナー部材２２４が設けられる。外側コーナー部材を２個のパネル
２２６、２２８によって形成される角部外側へ締結することによりこれらパネルが連結さ
れる。内側コーナー部材は前記２個のパネルによって形成されるコーナー内側へ締結され
る。所望により、前記内側コーナー部材へ補強用の補強材料を付加的に設けてもよい。
【００３２】
　図１８は、４個の内側コーナー部材２３２を配置して３個のパネルを合わせ締結して４
つのコーナー部が形成された組立継手２３０を示した図である。２個のパネル２３４、２
３６が第三のパネル２３８に対してその内側部分に沿って連結される。
【００３３】
　図１９～２５にはさらに別の実施態様に係る組立継手が示されている。図２３は、図１
９及び２０に図示した部品から作製された組立継手を示した図である。図２４は、図２０
及び２１に示した部品から作製された組立継手を示した図である。図２５は、図２０及び
２２に示した部品から作製された組立継手を示した図である。これらの継手においては、
共通の直角部品を用いて各継手が接合されている。他の形状の継手も可能であるので、構
造物の形状及び強度に基づいて特定の継手形状が選択されると理解されたい。
【００３４】
　図２６は、引抜成形中にパネル２４６、２４８の縦方向縁部２４２、２４４中に継手細
部が一体に成形された組立継手の実施態様を示した図である。一方の縁部２４４にはおす
部分が設けられ、対向縁部２４２にはめす部分が設けられている。これら２つの部分が連
動するように、タブ２５０及び噛み合い窪み２５２がさらに設けられている。
【００３５】
　複合材パネル２６２のスチールデッキ２６４への連結に特に適する組立継手２６０を図
２７に示す。この組立継手には延長方向に延びる２つの窪み２６６、２６８が設けられて
いる。これらの窪みは好ましくは先細に形成される。スチールデッキ２６４にはスチール
コーミング構造２７０がいずれか適当な方法で溶接、鑞付け、鋲留め、あるいは接着され
る。スチールデッキが湾曲している場合は、スチールコーミング構造の下縁部を湾曲させ
てスチールデッキとかみ合わせることができる。コーミング構造の上縁部２７２は真っ直
ぐかつ先細になっていて、組立継手の対応的に先細にされた下部窪み２６６内に嵌合する
楔を形成している。複合材パネルの下縁部２７６は上部の窪み内に嵌合される。かかる方
式により、真っ直ぐな下縁部をもつ複合材パネルを湾曲したあるいは不規則形状のスチー
ルデッキへ一致させることができる。前記コーミング構造は、容易に検査されるように、
また破片くずあるいは湿気を取り込まないように、デッキ上方に十分な間隔を空けて延び
ている。また上記に代わる態様においては、複合材パネルの下縁部が下部窪みと一緒に成
型され、前記コーミング構造の上縁部を受け入れられるように構成される。
【００３６】
　図２８～３０には、船デッキ等の土台面の複雑な湾曲に対して適応させる別の方法が図
示されている。一定断面形状をもつパネルを連続状に引抜成形する。この引抜成形パネル
は構造物に望ましい長さのパネル片２９０へ切断される。図２９に図示したように、各パ
ネルを削ってパネルの縁を存在している湾曲へ一致させる。真空補助樹脂転移法を用いて
構造物と土台面との間に継手を作製する。この場合、パネルは適正位置に固定され、前記
継手作製のための構造材料は継手部位へ配置され、次いで継手部位を膨らませてから樹脂
が継手部位の全長に亘って注入される。この方法により、いかなる局部的な不揃いにも適
応できる継手を作製することができる。
【００３７】
　本発明に係る組立継手へ良好な電磁的干渉（ＥＭＩ）遮蔽特性を付与することも可能で
ある。パネル及び組立継手は、伝導性繊維または金属層及び／または伝導性増強微粒子充
填材を含む最外層を備えて引抜成形可能である。例えば、図７に示すように線状部分中の
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窪みを先細化することにより、組立継手の最外層が継手縁部を越えて延び組立継手とパネ
ルとの間の継ぎ目を被覆するように構成可能である。伝導性増強層が形成される材料の適
する例としては、導電性金属繊維から成る織地またはフェルト、中実または有孔の薄い金
属ホイル、及び金属コーティングされたガラスまたは炭素繊維から成る織地あるいはフェ
ルトを挙げることができる。伝導性繊維あるいはフェルトの層形成によって機械的強度及
び剛性をある程度付与することも可能である。
【００３８】
　前記伝導性増強微粒子充填材としては、例えばカーボンブラック及び種々形態の黒鉛微
粒子、金属コーティング粒子または金属フレーク、あるいはカーボンナノチューブ及びナ
ノファイバを挙げることができる。上記充填材はその固有の導電性によって、また補強織
地、フェルトあるいは有孔シート間へさらに導電路を与えることによって全体に亘るＥＭ
Ｉ遮蔽効果の一因となる。カーボンナノチューブ及びナノファイバは比較的低い微粒子負
荷において導電性を増強させることができる。カーボンブラックは優れたＵＶ阻害剤であ
り、グレー色を生じて塗装の必要性が減じられる。
【００３９】
　最外層としてＥＭＩ遮蔽層を設けることにより、照明を受けることによる積層物の層間
剥離に伴うリスクを減ずることができる。金属性織地あるいはフェルト面によってもＥＭ
Ｉ遮蔽用の連続膜が得られ、また複合材構造をスチール殻構造へ接地する継手において十
分な表面積が得られる。また、周期的負荷が反復されると、ＥＭＩ遮蔽に切れ目を生じて
漏出を起こす微小割れがひき起こされる。金属性織地あるいはフェルトを用いることによ
り、微小割れの向かい側まで通ずる接地路を付加的に与えることができる。
【００４０】
　本発明はビル及び船に加えて鉄道車両、ビルファサード、トンネルライナー、橋、桟橋
等の他の大規模構造物へ適用可能なことが理解されよう。少なくとも船体の一部は本発明
に従って建造可能である。本発明は、添付の特許請求の範囲における限定を除外して、上
記において具体的に示され説明された記載によって限定されてはならない。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】本発明に従ったビル構造の略等距離図である。
【図２】本発明において用いられる引抜成形加工の略説明図である。
【図３Ａ】本発明に従った構造物の組立過程における各工程の略説明図である。
【図３Ｂ】図３Ａに示した組立過程におけるさらに他の工程の略説明図である。
【図３Ｃ】図３Ａ及び３Ｂに示した組立過程におけるさらに他の工程の略説明図である。
【図４Ａ】本発明に従った構造物の別の組立過程における各工程の略説明図である。
【図４Ｂ】図４Ａに示した組立過程におけるさらに他の工程の略説明図である。
【図５Ａ】図３Ａ～図４Ｂに示した構造物用の継手細部の略等距離図である。
【図５Ｂ】図３Ａ～図４Ｂに示した構造物用の別の継手細部の略等距離図である。
【図６Ａ】本発明に従った構造物のさらに別の組立過程における各工程の略説明図である
。
【図６Ｂ】図６Ａに示した組立過程におけるさらに他の工程の略説明図である。
【図６Ｃ】図６Ａ及び＆Ｂに示した組立過程におけるさらに他の工程の略説明図である。
【図６Ｄ】図６Ａ～６Ｃに示した組立過程におけるさらに他の工程の略説明図である。
【図７】本発明に従ったパネル－パネル－デッキ組立継手の略断面図である。
【図８】図７に示した組立継手の別の実施態様を示した図である。
【図９】図７に示した組立継手のさらに別の実施態様を示した図である。
【図１０】図７に示した組立継手のさらに別の実施態様を示した図である。
【図１１】本発明に従った四方組立継手の略断面図である。
【図１２】図１１に示した組立継手の別の実施態様を示した図である。
【図１３】図１１に示した組立継手のさらに別の実施態様を示した図である。
【図１４】本発明に従った二方組立継手の概略図である。
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【図１５】本発明に従った二方組立継手の略断面図である。
【図１６】図１５に示した組立継手の別の実施態様を示した図である。
【図１７】本発明に従った二方組立継手の別の実施態様を示した図である。
【図１８】本発明に従った四方組立継手の別の実施態様を示した図である。
【図１９】本発明に従った組立継手の別の実施態様を示した図である。
【図２０】本発明に従った組立継手のさらに別の実施態様を示した図である。
【図２１】本発明に従った組立継手のさらに別の実施態様を示した図である。
【図２２】本発明に従った組立継手のさらに別の実施態様を示した図である。
【図２３】本発明に従った組立継手のさらに別の実施態様を示した図である。
【図２４】本発明に従った組立継手のさらに別の実施態様を示した図である。
【図２５】本発明に従った組立継手のさらに別の実施態様を示した図である。
【図２６】パネル縁部中へ一体化された連動組立継手の概略図である。
【図２７】複合材料パネルとスチール製甲板を連結する組立継手の概略図である。
【図２８】本発明に従った別の組立過程の略説明図である。
【図２９】図２８に示した組立過程におけるさらに他の工程の略説明図である。
【図３０】図２８及び２９に示した組立過程におけるさらに他の工程の略説明図である。

【図１】 【図２】
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